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款 01 項 01 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/回
③

回

単位当たりコスト 円/回 327,915 416,688 268,849 △ 147,839
②

活動
指標

協議会開催回数 回 6 6 9 3
―

対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 97.75% 98.34% 97.49% △0.85%

計 0.24人 0.30人 0.29人 △ 0.01人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ）

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

一般職員 0.24人 0.30人 0.29人 △ 0.01人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳 八王子処理場対策協議会補助金【61千円】 下水道使用料【78千円】

9
小計 1,967 2,500 2,420 △ 80

小計 1,923 2,459 2,359 △ 100 一般財源充当額（Ｄ） 0 0

移転費用 44 41 61 19
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 1,129 147 155

0

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 0 0

9

0

小計 0 0 0 0 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） 1,129 147 155

9
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0 経常収支差額（Ａ） 1,129 147 155

0 0 その他 819 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 3,096 2,647 2,575 △ 72

0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 54 78 24

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 2,217 2,593 2,497 △ 96

減価償却費 0 0

小計 1,923 2,459 2,359 △ 100 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 1,758 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 165 280 257 △ 23 国庫支出金 0

2,178 2,102 △ 77

経
常
収
入

保険料 0

60

0 0

根拠法令等 八王子処理場対策協議会に対する補助金交付要綱

事業目的
（最終的に目指す状態）

秋川流域下水処理施設における良好な事業の推進を図るとともに、地域と関係機関相互の連絡を密に行う。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 八王子処理場対策協議会補助金 事業類型 補助・負担・支援

予算科目 会計 下水道事業特別会計 下水道費 下水道総務費 下水道総務費

担当部課 水循環部　下水道課

基本計画 施策番号 安全で良好な生活環境の保全
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －



流域下水処理場（八王子水再生センター）第５系
列水処理施設の上部利用に関する地元調整

目標に対する
事業実績

協議会開催・・・・・8回
　　【内訳】　総会・・・・・・・１回
　　　　　　　 役員会・・・・・1回
　　　　　　　 例会・・・・・・・３回
　　　　　　 　臨時会・・・・・３回
東京都流域下水道本部が実施する八王子水再生セン
ターの工事情報を協議会を通じて共有し、課題を協議す
ることにより、秋川流域下水処理施設における事業を円滑
に推進することができた。
　また、要綱に定める協議会の活動に対し、適正に補助金
を交付した。

課題への対応

八王子水再生センター第５系列水処理施設の上
部利用（広場としての整備）について地元との調
整を図れた。

解決

元年度の
取組

協議会開催・・・・・6回
　　【内訳】　総会・・・・・・・１回
　　　　　　　 役員会・・・・・２回
　　　　　　　 例会・・・・・・・３回
八王子水再生センター第５系列水処理施設の上部利用
について、引き続き東京都を交え地元との調整を図る。ま
た、八王子処理場対策協議会の運営に対し、適切に補助
金を交付する。

2年度の
計画

協議会開催・・・・・6回
　　【内訳】　総会・・・・・・・１回
　　　　　　　 役員会・・・・・２回
　　　　　　　 例会・・・・・・・３回
秋川流域下水処理施設における良好な事業の推
進を図るため、引き続き東京都を交え地元との調
整を図る。また、八王子処理場対策協議会の運
営に対し、適切に補助金を交付する。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

八王子処理場対策協議会を通じ、秋川流域下水処理施
設における良好な事業の推進

30年度末
時点の課題

八王子水再生センター第５系列水処理施設の上
部利用に関する地元調整

事業実績

30年度目標
八王子処理場対策協議会を通じ、秋川流域下水処理施
設における良好な事業の推進

29年度末時点
の課題
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款 01 項 02 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

4,157 604
公共下水道に関する問合せ等の増

単位当たりコスト 円/件 2,560,501 2,437,869 2,048,740 △ 389,129
③

成果
指標

主たる対応業務件数 件 3,462 3,553

単位当たりコスト 円/件 33,200,198 31,269,857 33,529,975 2,260,118
②

活動
指標

工事件数 件 267 277 254 △ 23
市民からの通報等に基づく工事の減

対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 0.37% 0.21% 0.38% 0.16%

計 2.76人 2.36人 3.16人 0.80人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ）

再任用職員 0.00人 0.00人 0.10人 0.10人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

一般職員 2.76人 2.36人 3.06人 0.70人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳
ポンプ等維持管理・引き上げ点検【30,559千円】
ポンプ機器修繕【29,074千円】
取付管等補修工事費【190,177千円】

下水道使用料【3,767,969千円】

△ 2,346
小計 8,864,453 8,661,750 8,516,614 △ 145,137

小計 8,864,453 8,661,750 8,516,614 △ 145,137 一般財源充当額（Ｄ） 0 0

移転費用 0 0 0 0
再計（Ｃ）＋（Ｄ） △ 2,266,940 △ 2,188,072 △ 2,190,418

0

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） △ 17,192 △ 5,533 △ 8,054 △ 2,521

△ 2,346

0

小計 1,388,762 1,168,451 1,000,656 △ 167,795 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） △ 2,266,940 △ 2,188,072 △ 2,190,418

175
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 1,388,762 1,168,451 1,000,656 △ 167,795 特別費用 17,192 5,533 8,054 2,521

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

小計 7,442,701 7,474,755 7,483,697 8,941 経常収支差額（Ａ） △ 2,249,749 △ 2,182,539 △ 2,182,364

7,114,150 21,370 その他 3,125 7,647 173 △ 7,474

その他 0 0 0 0 小計 6,614,704 6,479,212 6,334,249 △ 144,962

0

物
件
費
等

物件費 0 123,635 118,495 △ 5,140 使用料及び手数料 4,064,611 3,767,969 △ 296,642

維持補修費 371,424 258,340 251,051 △ 7,289 繰入金 2,839,366 2,406,953 2,566,108 159,155

減価償却費 7,071,277 7,092,780

小計 32,990 18,544 32,261 13,717 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 20,222 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 12,768 1,407 9,358 7,951 国庫支出金 0

17,137 22,902 5,765

経
常
収
入

保険料 0

3,772,213

0 0

根拠法令等 下水道法

事業目的
（最終的に目指す状態）

東京都都市づくり公社へ公共下水道の維持管理業務を委託することにより、公共下水道の効率的な維持管理を行い、恒久的か
つ安定した維持管理体制の構築を目指す。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 東京都都市づくり公社管路維持管理業務委託 事業類型 施設運営

予算科目 会計 下水道事業特別会計 下水道費 下水道維持管理費 管路管理費

担当部課 水循環部　下水道課

基本計画 施策番号 安全で良好な生活環境の保全
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －



現在の発生対応から計画的な調査、点検を行う
予防保全型の維持管理へ移行

目標に対する
事業実績

市民からの通報等に伴う補修工事等を速やかに行うととも
に、マンホールポンプの修繕等を行い、公共下水道管路
施設の適正な維持管理を行った。

課題への対応

公共下水道管路施設の破損等の状況、管路調
査・点検結果などから、予防保全型の維持管理の
手法やありかた等について検討した。

未解決

元年度の
取組

市民からの通報等に基づく補修工事等の速やかな実施、
マンホールポンプ等の計画的な修繕を行い、公共下水道
の適切な維持管理を行う。

2年度の
計画

東京都都市づくり公社へ公共下水道の維持管理
業務を委託し、公共下水道の効率的な維持管理
を行うとともに、市民からの通報等に基づく補修工
事等の速やかな実施、マンホールポンプ等の計
画的な修繕を行い、公共下水道の適切な維持管
理を行う。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

・東京都都市づくり公社へ公共下水道の維持管理業務を
委託し、公共下水道の効率的な維持管理
・市民からの通報等に基づく補修工事等の速やかな実施
・マンホールポンプ等の計画的な修繕を行い、公共下水
道の適切な維持管理

30年度末
時点の課題

・近年多発している集中豪雨や落雷なとの自然災
害への対応
・公共下水道管路施設の老朽化に伴う緊急工事
などに対応する安定した維持管理体制の構築

事業実績

30年度目標 下水道管路施設の適正な維持管理
29年度末時点

の課題
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款 01 項 02 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 下水道台帳管理システム 事業類型 施設運営

予算科目 会計 下水道事業特別会計 下水道費 下水道維持管理費 管路管理費

担当部課 水循環部　下水道課

基本計画 施策番号 安全で良好な生活環境の保全
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －

根拠法令等 下水道法

事業目的
（最終的に目指す状態）

下水道台帳を電算化・システム化し、下水道管路施設の維持管理の効率化・高度化を図るとともに、管路内調査等のデータを入
力し、予防保全型の維持管理を行う。また、市民等の下水道管路埋設調査等に伴う下水道台帳の交付について、下水道台帳管
理システムにて対応することにより、迅速化・効率化を図る。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 1,832 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 172 618 1,232 615 国庫支出金 0

2,542 3,261 720

経
常
収
入

保険料 0

5,094

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 2,003 3,159 4,494 1,335 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 5,164 5,489 6,788 1,298 使用料及び手数料 5,437 6,765 1,328

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 2,325 3,071 3,855 784

減価償却費 0 0 0 0 その他 386 0 0 0

その他 0 0 0 0 小計 7,805 8,508 10,620 2,112

小計 5,164 5,489 6,788 1,298 経常収支差額（Ａ） 637 △ 140 △ 661 △ 521
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

0

小計 0 0 0 0 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） 637 △ 140 △ 661

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 0 0

△ 521

△ 521
小計 7,167 8,648 11,282 2,633

小計 7,167 8,648 11,282 2,633 一般財源充当額（Ｄ） 0 0

移転費用 0 0 0 0
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 637 △ 140 △ 661

0

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳 下水道台帳システム電算化委託料【6,077千円】 下水道使用料【6,765千円】

一般職員 0.25人 0.35人 0.35人 0.00人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

再任用職員 0.00人 0.00人 0.10人 0.10人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

計 0.25人 0.35人 0.45人 0.10人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ） 対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 27.95% 36.53% 39.83% 3.30%

705,098 △ 15,607
②

活動
指標

データ入力延長 ｋｍ 9 12 16 4
データ入力数量の増

③
成果
指標

台帳交付件数 件 10,106 10,039

単位当たりコスト 円/ｋｍ 796,371 720,705

10,252 213
窓口における交付件数の増減

単位当たりコスト 円/件 709 861 1,100 239

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

30年度目標 下水道管路施設の適切なデータ更新
29年度末時点

の課題
下水道管路施設の適切なデータ更新

目標に対する
事業実績

下水道管路施設について、新設管渠延長４６６ｍ、管路更
生工事５５８スパンを入力し、下水道台帳システムの更新
を行った。

課題への対応

新設した管路施設データ及び老朽化した管路施
設の更新・更生データを適切に入力し、下水道台
帳システムの整備を行った。

解決

元年度の
取組

新設した管路施設データ及び老朽化した管路施設の更
新・更生データを入力し、下水道台帳の整備を行う。また、
管路内調査等のデータを活用した予防保全型の維持管
理に取り組む。

2年度の
計画

新設した管路施設データ及び老朽化した管路施
設の更新・更生データを入力し、下水道台帳の整
備を行う。また、管路内調査等のデータを活用し
た、予防保全型の維持管理に取り組む。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

・下水道管路施設のデータ更新及び管路内調査等の
データ入力
・下水道台帳システムを活用した予防保全型維持管理

30年度末
時点の課題

発生型対応の維持管理から、予防保全型維持管
理へ向けた下水道台帳システムの更なる有効活
用の検討
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款 01 項 02 目 01

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 管路管理 事業類型 施設運営

予算科目 会計 下水道事業特別会計 下水道費 下水道維持管理費 管路管理費

担当部課 水循環部　下水道課

基本計画 施策番号 安全で良好な生活環境の保全
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －

根拠法令等 下水道法

事業目的
（最終的に目指す状態）

公共下水道管路の埋設に伴う土地賃借料、マンホールポンプ稼働に係る電気料金、水質検査費用等を支払い適切な公共下水
道施設の維持管理・運営を行う。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 9,158 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 859 1,351 5,517 4,165 国庫支出金 0

11,255 14,495 3,240

経
常
収
入

保険料 0

19,379

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 10,017 12,607 20,012 7,405 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 23,548 26,073 23,613 △ 2,460 使用料及び手数料 21,861 20,198 △ 1,663

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 16,710 18,583 21,577 2,993

減価償却費 0 0 0 0 その他 3,401 412 383 △ 29

その他 0 0 0 0 小計 39,490 40,856 42,158 1,302

小計 23,548 26,073 23,613 △ 2,460 経常収支差額（Ａ） 4,478 861 △ 2,982 △ 3,843
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

0

小計 0 0 0 0 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） 4,478 861 △ 2,982

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 0 0

△ 3,843

△ 3,843
小計 35,011 39,995 45,140 5,145

小計 33,565 38,680 43,625 4,945 一般財源充当額（Ｄ） 0 0

移転費用 1,446 1,315 1,515 200
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 4,478 861 △ 2,982

0

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳
マンホールポンプ電気料金【14,343千円】
マンホールポンプ緊急通報及び遠隔監視利用料【1,763千
円】

下水道使用料【20,198千円】

一般職員 1.10人 1.40人 1.65人 0.25人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

再任用職員 0.15人 0.15人 0.35人 0.20人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

計 1.25人 1.55人 2.00人 0.45人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ） 対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 28.61% 31.52% 44.33% 12.81%

6,448,588 735,003
②

活動
指標

支払い項目 件 7 7 7 0
―

③

単位当たりコスト 円/件 5,001,626 5,713,585

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

30年度目標
・下水道管路施設の適正な維持管理
・流域下水道本部との接続点の水質合同検査による下水
処理場及び公共用水域の水質保全の向上

29年度末時点
の課題

マンホールポンプの計画的な更新

目標に対する
事業実績

公共下水道管路の埋設に伴う土地賃借料、マンホールポ
ンプ稼働に係る電気料金、水質検査費用等を支払い適切
な公共下水道施設の維持管理・運営を行った。

課題への対応

マンホールポンプの設置年度・稼働状況などを確
認し、計画的な更新・修繕を行った。

解決

元年度の
取組

公共下水道管路の埋設に伴う土地賃借料、マンホールポ
ンプ稼働に係る電気料金、水質検査費用等を支払い適切
な公共下水道施設の維持管理・運営を行う。

2年度の
計画

公共下水道管路の埋設に伴う土地賃借料、マン
ホールポンプ稼働に係る電気料金、水質検査費
用等を支払い適切な公共下水道施設の維持管
理・運営を行う。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

公共下水道施設における適正な維持管理・運営
（公共下水道管路の埋設に伴う土地賃借料、マンホール
ポンプ稼働に係る電気料金、水質検査費用等）

30年度末
時点の課題

定型的な業務に関する業務改善
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款 01 項 02 目 03

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 流域下水道維持管理負担金 事業類型 施設運営

予算科目 会計 下水道事業特別会計 下水道費 下水道維持管理費 流域下水道管理費

担当部課 水循環部　下水道課

基本計画 施策番号 安全で良好な生活環境の保全
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －

根拠法令等 下水道法

事業目的
（最終的に目指す状態）

東京都が管理する流域下水道のうち、本市に関連する処理区に要した汚水量に応じ、維持管理費を負担することで、流域下水
道の規模を活かした広域的かつ効率的な処理を行う。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 659 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 62 54 102 49 国庫支出金 0

654 652 △ 1

経
常
収
入

保険料 0

2,254,168

0 0 0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

小計 721 707 754 47 分担金及び負担金 0 0 0 0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 2,295,733 2,264,177 △ 31,556

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 10,789 11,693 14,258 2,565

減価償却費 0 0 0 0 その他 139 144 0 △ 144

その他 0 0 0 0 小計 2,265,096 2,307,569 2,278,434 △ 29,135

小計 0 0 0 0 経常収支差額（Ａ） 229 231 24 △ 207
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 0 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 0 0 0 0 特別収入 0 0 0 0

その他 0

0

小計 0 0 0 0 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） 229 231 24

0 0 0 特別収支差額（Ｂ） 0 0 0 0

△ 207

△ 207
小計 2,264,866 2,307,339 2,278,410 △ 28,928

小計 721 707 754 47 一般財源充当額（Ｄ） 0 0

移転費用 2,264,145 2,306,632 2,277,656 △ 28,976
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 229 231 24

0

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳
浅川処理区負担金【621,298千円】
秋川処理区負担金【1,189,944千円】
南多摩処理区負担金【466,413千円】

下水道使用料【2,264,177千円】

一般職員 0.09人 0.09人 0.09人 0.00人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

計 0.09人 0.09人 0.09人 0.00人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ） 対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 0.03% 0.03% 0.03% 0.00%

43 △ 1
②

活動
指標

有収水量 ㎥ 52,971,234 52,856,689 53,092,468 235,779
使用水量の増減

③

単位当たりコスト 円/㎥ 43 44

単位当たりコスト 円/

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
⑤



事業実績

30年度目標

・高度処理を推進する水再生センターにおいて、本市の
下水処理を行うことによる水環境の向上
・処理水量に応じた東京都への負担金（単価38円/㎥）支
払

29年度末時点
の課題

水環境の向上に向けた、施設における高度処理
化の推進

目標に対する
事業実績

【高度処理化率（高度・準高度割合）】
浅川処理区（浅川水再生センター）
　50％（29年度）→50％（30年度）
秋川処理区（八王子水再生センター）
　44％（29年度）→56％（30年度）
南多摩処理区（南多摩水再生センター）
　67％（29年度）→67％（30年度）

東京都が管理する流域下水道のうち、本市に関連する処理区に
要した維持管理費を負担した。
【流入水量】
浅川処理区（浅川水再生センター）
　16,906,924㎥（29年度）→16,349,958㎥（30年度）
秋川処理区（八王子水再生センター）
　31,661,895㎥（29年度）→31,314,319㎥（30年度）
南多摩処理区（南多摩水再生センター）
　12,518,043㎥（29年度）→12,274,036㎥（30年度）

課題への対応

高度処理化を推進し、汚水処理量に応じて、東京
都へ負担金（単価38円/㎥）を支払った。

解決

元年度の
取組

東京都が管理する流域下水道のうち、本市に関連する処
理区に要した汚水量に応じ、維持管理費を負担する。

2年度の
計画

今後も流域下水道のスケールメリットを活かして本
市の下水処理を行うために、引き続き処理水量に
応じて、東京都に対し負担金（新単価38.698円/
㎥）を支払う。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

処理水量に応じた東京都への負担金支払
現行単価38円/㎥（令和元年9月末まで）
新単価38.698円/㎥（令和元年10月より）

30年度末
時点の課題

不明水量の増加による維持管理負担金の増
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款 01 項 02 目 04

行政コスト計算書 （単位　千円）

事業の人員体制

指標と単位当たりコスト

①

⑤

④
単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/

単位当たりコスト 円/
③

単位当たりコスト ― ― ― ― ―
②

活動
指標

負担金 円 683,798,937 609,993,876 614,376,205 4,382,329
負担金には前年度分の清算額が含まれており、30年度は清算額（減
額分）が減少したため、結果として負担金が若干増となった。

対前年度（ｂ－ａ） 指標値の増減要因

その他 人件費比率 ％ 0.35% 0.26% 0.13% △0.13%

計 0.30人 0.20人 0.10人 △ 0.10人

指標名 単位 28年度 29年度（ａ） 30年度（ｂ）

再任用職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

嘱託員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

一般職員 0.30人 0.20人 0.10人 △ 0.10人

任期付職員 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

30年度 経　常　費　用 経　常　収　入

主な内訳 下水道使用料徴収事務委託負担金【614,376千円】 下水道使用料【617,075千円】

△ 37,939
小計 689,433 615,459 620,587 5,128

小計 5,634 5,465 6,211 746 一般財源充当額（Ｄ） 0 0

移転費用 683,799 609,994 614,376 4,382
再計（Ｃ）＋（Ｄ） 35,043 36,015 △ 1,925

0

756 2,148 1,392 特別収支差額（Ｂ） △ 830 0 0 0

△ 37,939

0

小計 3,230 3,893 5,423 1,530 本年度収支差額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） 35,043 36,015 △ 1,925

△ 37,939
そ

の

他

の

業

務

費

用

支払利息 0 0 0 0 特別費用 830 0 0 0

徴収不能引当金繰入額 3,230 3,137 3,276 138 特別収入 0 0 0 0

その他 0

小計 0 0 0 0 経常収支差額（Ａ） 35,873 36,015 △ 1,925

0 0 その他 2,708 1,288 670 △ 618

その他 0 0 0 0 小計 725,306 651,474 618,662 △ 32,811

0

物
件
費
等

物件費 0 0 0 0 使用料及び手数料 648,363 617,075 △ 31,288

維持補修費 0 0 0 0 繰入金 3,019 1,822 917 △ 906

減価償却費 0 0

小計 2,404 1,572 787 △ 784 分担金及び負担金 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 都支出金 0 0 0 0

経
常
費
用

業
務
費
用

人
件
費

職員給与費 2,198 0 0 0

賞与・退職手当引当金繰入額 206 119 63 △ 57 国庫支出金 0

1,452 725 △ 728

経
常
収
入

保険料 0

719,579

0 0

根拠法令等 地方自治法

事業目的
（最終的に目指す状態）

下水道使用料の徴収事務を東京都水道局に委託することにより、高い費用対効果で歳入の確保を図る。

勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a) 勘定科目 28年度 29年度(a) 30年度(b) 対前年度(b-a)

事業概要 事務事業評価シート（平成３０年度（２０１８年度）事業）

事務事業名 下水道使用料徴収事務委託負担金 事業類型 賦課・徴収

予算科目 会計 下水道事業特別会計 下水道費 下水道維持管理費 使用料徴収費

担当部課 水循環部　下水道課

基本計画 施策番号 健全な水循環の再生
まち・ひと・しごと
創生総合戦略 － －



下水道使用料徴収事務委託負担金の経費削減

目標に対する
事業実績

滞納繰越分収入率　29年度　63.4％　30年度　63.7％ 課題への対応

平成30年度の協議会で委託経費の削減につい
て、要望を行った。

一部解決

元年度の
取組

経費削減について継続して要望する。
2年度の

計画
経費削減について継続して要望する。

30年度評価 達成 次年度の展開 現状維持

今後の取組

元年度
目標

東京都へ徴収委託を行い、水道料金と合わせて徴収する
ことにより、下水道使用料の収入率向上

30年度末
時点の課題

下水道使用料徴収事務委託負担金の経費削減

事業実績

30年度目標
東京都へ徴収委託を行い、水道料金と合わせて徴収する
ことにより、下水道使用料の収入率向上

29年度末時点
の課題




